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13,9752,7952,7952,7952,7952,795
年度

実施スケジュール
項目 24年度以前 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度以降

向こう5年間の直接事業費の推移
26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 5年間の実績

70
145
9
1

回
円
％

回

70.4
964
4
3

63
400
0
11

5
1180
90

25年度実績9月末の実績25年度予定
事業活動の実績（活動指標）

24年度実績単位項目
公文書記録簿登録率
コピー機、印刷機その他の機器の管理費

情報公開請求回数
個人情報開示等請求回数

評価対象外事業
文書取扱事業事務事業名

予算科目

総合計画での位置付け
行財政改革
行財政改革の推進

公共建設事業一般事務平成25年度事務事業評価シート
該当事業（評価対象外事業は基本情報のみ記載）

総務課

伊予市情報公開条例　伊予市情報公開施行規則　伊予市情報公開・個人情報保護審査会規則　伊予市個人
情報保護条例　伊予市個人情報保護条例施行規則根拠法令等

【開始年度】 平成 【開始年度】実施期間

武智 茂記
所管課情報 担当課： 508

所属長： 担当責任者：記入者情報
事業の性格

電話番号（内線）：

法定事務

事業の対象 市民　・　職員

空岡 直裕

平成25年度から郵便料金計器を導入することに伴い、各課への郵便発送業務手続の変更通知及び研修を行
い、郵便仕分け事務の省力化を図る。

庁舎改築後、全庁的に公文書を効率かつ一定水準で管理できるよう総合文書管理システムの導入に向け、市
が必要とするシステム機能について検討を行う。庁舎改築時に公文書の移動・廃棄が適正かつ円滑（不要な
文書は残さない。不要な廃棄を防止する。）に実施できるよう公文書の量、保存年限等が容易に把握できる公
文書保存記録簿の集約に取り組む。

１　職員が職務上作成し、又は取得した文書等で、組織的に用いるものとして保有しているもの（公文書）を適
正に取り扱う。２　情報公開制度及び個人情報保護制度の両者を適切に運用し、市民の知る権利（公文書の
公開）を保障し市民参加による公正で開かれた市政を推進し、市政に対する市民の理解と信頼を深める。３全
課が公文書作成・発送に関して共用する印刷機、郵便料金計器等を適正に管理し、事務の効率化を図る。

事業の目的

１　起案、保存、引継、廃棄その他の公文書管理業務２　議会との調整及び議案書の作成・取りまとめ業務３
公告文書等及び市政情報コーナーの管理業務４　情報公開制度及び個人情報保護制度の窓口業務及び各
課への助言・指導５　印刷機、コピー機、郵便料金計器等及びこれらに係る消耗品の管理業務６　本庁地区内
の郵便物取扱業務（各課の郵便物仕分け事務）７　本庁と地域事務所・総合保健福祉センター・農業振興セン
ター間等の文書集配業務

事業の内容

改善策の
具体的

取り組み
（当初）

改善策の
具体的

取り組み

事業費及び財源内訳
25年度決算9月末の執行状況25年度予算24年度決算

事業費
1,333
9,598
0

3,396
16,615
20,011 10,833

8,307
2,526 2,833

16,615
19,448

人件費
内訳

財源内訳

項　　　目
直接事業費
人件費
合計
人工数
人件費単価
補助事業人件費
人件費
国庫支出金
県支出金
地方債
その他
一般財源

0
0
0
0

20,011

1.20
7,999
0

9,598
0
0
0
0

10,931 19,448

2.10
7,912
0

16,615
0

0
0

0
10,833

0
0
0
0

8,307
0

7,912
1.052.10

7,912
0

16,615
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二次評価

二次評価
（所属部長）

課題認識

　３月にシステム導入説明会を所属別行い、新年度から円滑にシステム運営が出来るよう取り組むことが
できた。　今後、新たな文書管理体制を構築し文書管理事務を進めていく必要がある。

一次評価結果のとおり事業継続と判断する。

意見、課題

コスト効率 3
受益者負担の適正 3

C

課題認識

一次評価

一次評価
（所属長）

妥当性
目的の妥当性 4

B市民ニーズへの対応 4
市の関与の妥当性 4

有効性
事業の効果 4

B成果向上の可能性 3
施策への貢献度 4

効率性
手段の最適性 3

妥当性

有効性

効率性

自己評価
（担当責任者）

B

B

C
手段の最適性 3

コスト効率 3

成果向上の可能性 4
施策への貢献度 4

市の関与の妥当性 4
事業の効果 3

年度末の３月、システム導入説明会を所属別にＰＣを実際に使用しながら開催すると共に、職員ＰＣのデ
スクネッツ上に仮環境ではあるが、仮想の文書管理システムを使用できる環境を整え、職員一人一人に
新年度からの確実な導入が図れるよう取り組んだ。また、新年度４月以降も受託システムＳＥ担当の方々
が一定期間庁内に常駐し個々のトラブルや職員の業務対応に応えられるように万全を期する計画とし
た。新たな運用を開始し新庁舎での新たな文書管理体制が構築できるよう今後も効率良く取り組んでいき
たい。

自己評価
4目的の妥当性

市民ニーズへの対応 4

成果指標

指標設定の
考え方

文書取扱事業は、内部事務に要する必要経費で構成されているため、こうした経費に対し指標を設定しても効
果が低いと考える。よって、この事業の主たる目的「市民の知る権利」に対し市が適切に説明責任を行えてい
るかに着目し、市民にとって客観的に分かりやすい指標「情報公開請求及び個人情報開示等請求の決定に対
する不服申立て回数」を設定した。

目　　標
実　　績

区分年度 24年度 25年度 26年度 目標26年度
0000

受益者負担の適正 3

0000

成果指標
情報公開請求及び個人情報保護取扱事務に係る不服申立て回数
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行政評価委員会の答申

外部評価
（行政評価委員会）

経営者会議の最終判断

事業の方向性

意見、課題

現状のまま継続する。


